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令和３年度事前事業評価書

政策所管部局課室名：国際戦略局 技術政策課 研究推進室 

評価年月：令和３年８月 

１ 政策（研究開発名称） 

リモートセンシング技術のユーザー最適型データ提供に関する要素技術の研究開発

２ 達成目標等 

（１）達成目標

近年、自然災害の激甚化が進み、毎年１兆円を超える災害被害が生じている。これら災害被害を

最小限にするためには、災害発生前及び発生後の気象・地形状況をきめ細かく把握することが極め

て重要であり、多種多量な降雨・地形等の情報を取得可能なリモートセンシング 1データの活用が

期待されている。一方でこれらリモートセンシングデータは、時間的及び空間的に分解能 2が高い

ことからデータ量が膨大となり、特に災害時における限られた通信トラヒック環境下においてリア

ルタイムでのデータ提供に課題を残している。

本研究開発では、時間的・空間的に分解能の高いリモートセンシングデータを、ユーザー（気象

予測や情報公開を行う公的機関・民間企業等）の通信トラヒック環境に応じて 3 段階（※）のデー

タ伝送容量内で提供できるよう、通信トラヒックへの負荷を軽減しつつ効率的に計測データを伝送

する技術を確立する。本研究開発により、平時はもとより災害時等の限られた通信トラヒック環境

下にあっても、適切にデータ提供が行え、激甚化する災害被害の低減に向けた環境を構築すること

ができる。

※100Mbps（既存光回線の実効速度）、10Mbps（既存携帯電話回線（上り）の実効速度）、400kbps
（既存衛星通信回線の実効速度）の 3 段階とする。 

（２）事後評価の予定時期

令和７年度に事後事業評価を行う予定。

３ 研究開発の概要等 

（１）研究開発の概要

・実施期間

令和４年度～令和６年度（３か年）

・想定している実施主体

民間企業、国立研究開発法人等

・概 要

 時間的・空間的に分解能が高いリモートセンシングデータを観測する技術として、数十秒から

数分の範囲で周囲数十キロメートルにおける仰角方向を含めた雨量等を計測可能なマルチパラ

メータフェーズドアレイレーダーや、雲の影響を受けずに地表面を撮影可能な航空機搭載型合成

開口レーダー等を用いた観測手法があり、これら技術を用いて社会実装に向けた実証実験等の取

組が行われている。

1 電波を用いて遠隔から広範囲の大気状況や地表面の様子を瞬時に観測する技術。
2 測定の細かさを示したもの。













7 
 

○経済財政運営と改革の基本方針 2021 

（令和３年６月１８日閣議決定） 

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2021/2021_basicpolicies_ja.pdf 

 

○第６期科学技術・イノベーション基本計画 
（令和３年３月２６日閣議決定） 
https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/6honbun.pdf 

 

○防災基本計画 

（令和３年５月２５日中央防災会議決定） 

http://www.bousai.go.jp/taisaku/keikaku/pdf/kihon_basicplan.pdf 

 

○情報通信技術の情報通信技術の研究開発の評価について ＜一般＞ 

http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictR-D/091027_1.html 

 

 

 




